
避難確保計画の作成方法
令和４年２⽉１⽇（⽕）



本日の説明内容

１．避難確保計画（ひな形）の説明

２．既存の計画に追加する形で避難確保計画を作成する場合

３．避難確保計画作成後の提出方法



１．避難確保計画（ひな形）の説明



災害種別の選択

「対象災害選択シート」



表紙

 対象災害︓⽔害（洪⽔ 内⽔ ⾼潮 津波）
      ⼟砂災害（がけ崩れ・⼟⽯流・地すべり）

年 月 作成

【施設名︓ 】

社会福祉施設
避難確保計画

ハザードマップを確認
し、浸水想定区域または
土砂災害警戒区域に含
まれる場合、その災害の避難確
保計画を作成する。



目次

着色された項目は
提出が必要。
未着色の項目は任意。

- 施設周辺の避難地図 別紙１ －

- 自衛水防組織装備品リスト 別表２ 15

- 自衛水防組織の編成と任務 別表１ 15

- 自衛水防組織活動要領 別添 14

14 対応別避難誘導一覧表 様式11 13

13 外部機関等の緊急連絡先一覧表 様式10 12

12 緊急連絡網 様式９ 12

11 利用者緊急連絡先一覧表 様式８ 11

10 防災教育及び訓練の年間計画 様式７ 10

9 自衛水防組織の業務に関する事項 様式６ 9

8 防災教育及び訓練の実施 様式５ 8

7 避難の確保を図るための施設の整備 様式５ 8

6 避難誘導 様式４ 7

5 情報収集・伝達 様式３ 6

4 防災体制 様式２ 2～5

3 計画の適用範囲 様式１ 1

2 計画の報告 様式１ 1

項目 様式等 ページ

1 計画の目的 様式１ 1

＜自衛水防組織を設置する場合＞



１　計画の目的

関連法：水防法、津波防災地域づくりに関する法律、土砂災害防止法

２　計画の報告

３　計画の適用範囲

　この計画は、本施設に勤務又は利用する全ての者に適用するものとする。

※利用者数は最大の利用者数を記載（おおよその利用者数でもよい）

※昼間は通所部門と入所部門の合計人数を記載

※夜間は入所部門の人数を記載

夜　間 約 9 名 約 2 名 約 約 名

名 約 名 約

名

昼　間 約 27 名 約 9

平　日 休　日

利用者 施設職員 利用者 施設職員

名

　この計画は、本施設の利用者の洪水時・内水時・高潮時・津波の発生時・土砂災害の発生時の円

滑かつ迅速な避難の確保を図ることを目的とする。

　また、作成した避難確保計画に基づいて、安全な避難行動を確実に行うことができるよう、防災

教育や訓練を行い、施設の職員や利用者に対して、洪水・内水・高潮・津波・土砂災害に関する知

識を深めるとともに、訓練等を通して課題等を抽出し、必要に応じてこの計画を見直ししていくも

のとする。

　計画を作成又は必要に応じて見直し・修正をしたときは、遅滞なく、当該計画を市町村長へ報告

する。

施設の状況

様式１

３．計画の適用範囲
「昼間」は通所部門と入
所部門の合計人数
「夜間」は入所部門の人数

様式１（計画の適用範囲）



通所施設は休業の判断基準を設ける。
・判断時刻を設定。
・警報の対象区域は「姫路市」
・⼤⾬警報・洪⽔警報・暴風警報など具体的
に設定。

様式１（事前の休業判断基準）
●　計画の見直し

●　事前休業の判断について

　大型台風の襲来が予想される場合で、公共交通機関の計画的な運休が予定される場合、通所部門を臨時休業とする。

　または午前 時の時点で、全県下又は「 」に以下のいずれかが発令されている場合は、

通所部門を臨時休業とする。

暴風警報又は特別警報

大雨警報又は特別警報

洪水警報

8 姫路市

避難訓練の結果や社会情勢の変化に伴い、定期的に見直すものとする。



様式２（災害時の防災体制）
洪水予報等の情報収集 以下のいずれかに該当する場合

　　氾濫危険情報発表

　市川（砥堀地点）

　　氾濫危険水位到達

 以下のいずれかに該当する場合 施設内全体の避難誘導 避難誘導班（避難誘導要員）

　夢前川（下手野地点）

　避難指示の発令

　　避難判断水位到達

　夢前川（下手野地点）

　　氾濫警戒情報発表

　市川（砥堀地点） 要配慮者の避難誘導 避難誘導班（避難誘導要員）

　洪水警報発表 周辺住民への事前協力依頼 総括情報班（情報収集伝達要員）

　高齢者等避難 保護者家族等への事前連絡 総括情報班（情報収集伝達要員）

 以下のいずれかに該当する場合 洪水予報等の情報収集 総括情報班（情報収集伝達要員）

　　氾濫注意水位到達

　夢前川（下手野地点）

　　氾濫注意情報発表

　市川（砥堀地点）

　洪水注意報発表 使用する資器材の準備 避難誘導班（避難誘導要員）

総括情報班（情報収集伝達要員）

体制確⽴の判断時期 体制

レベル２
注意体制確立

活動内容 対応班（要員）

レベル３
警戒体制確立

レベル４
非常体制確立



様式２（災害時の防災体制・解説）

注意報
（市単位）

警報
（市単位）

高齢者等避難
（校区単位）

避難指示
（校区単位）

＜姫路市＞＜気象庁＞

避難準備
情報収集

要配慮者の
避難誘導

全員の避難

＜施設＞

　　氾濫注意情報発表

　市川（砥堀地点）

　洪水注意報発表

　　氾濫注意水位到達

　夢前川（下手野地点）

　高齢者等避難

 以下のいずれかに該当する場合

　　氾濫警戒情報発表

　市川（砥堀地点）

　洪水警報発表

　　避難判断水位到達

　夢前川（下手野地点）

 以下のいずれかに該当する場合

　夢前川（下手野地点）

　避難指示の発令

 以下のいずれかに該当する場合

　　氾濫危険情報発表

　市川（砥堀地点）

　　氾濫危険水位到達

体制確⽴の判断時期



河川の水位に関する情報

揖保川・市川
「洪水予報」として水位に関する情報を発表。
例）氾濫注意情報、氾濫警戒情報、氾濫危険情報

林田川・天川・夢前川・菅生川・大津茂川
Webサイト「国⼟交通省 川の防災情報」で水位を確認。
例）氾濫注意⽔位、避難判断⽔位、氾濫危険⽔位



河川の水位に関する情報
「国⼟交通省 川の防災情報」

氾濫注意⽔位

避難判断水位

氾濫危険水位

氾濫注意情報

氾濫警戒水位

氾濫危険情報

※揖保川・市川の場合は水位の上昇
に伴い、注意情報等が発表される。



様式３（情報収集ツール）
収集する情報 情報の例示 収集方法

土砂災害警戒情報

テレビ、テレビのデータ放送、気象庁のWebサイ

ト、ひめじ防災ネット、ラジオ…

高齢者等避難、避難指示

テレビ、テレビのデータ放送、気象庁のWebサイ

ト、ひめじ防災ネット、ラジオ…

洪水予報等

気象警報、津波情報

テレビ、テレビのデータ放送、気象庁のWebサイ

ト、ひめじ防災ネット、ラジオ…

洪水予報、水位到達情報 Webサイト「川の防災情報」

施設周辺における土砂災害の前兆

現象

施設周辺の浸水状況 施設職員による目視

（但し、安全に配慮して危険な場所に近づかない

よう施設内から実施）

その他

施設周辺の浸水状況

施設周辺の浸水状況 施設職員による目視

（但し、安全に配慮して危険な場所に近づかない

よう施設内から実施）

排水施設の稼働状況



様式４（避難先、避難方法）
１）立ち退き避難（水平避難）を行う場合

立ち退き避難（水平避難）の場合の避難場所１（浸水想定区域外の関連施設）

立ち退き避難（水平避難）の場合の避難場所２（指定緊急避難場所）

２）屋内安全確保を行う場合

屋内安全確保（垂直避難）の場合

分

分

分

分

分

避難場所名称 移動距離

移動手段

✔

施設名（内水） Ａ会（系列グループホーム） 2,000 m 4 台

徒歩 車両

施設名（洪水） Ａ会（系列グループホーム） 2,000 m 4 台

避難時間

分

分

✔

施設名（津波） m 台

✔

施設名（高潮） Ａ会（系列グループホーム） 2,000 m 4 台

✔ ✔

避難場所名称 移動距離

移動手段

施設名（土砂災害：がけ崩

れ・土石流・地すべり）

Ｃ高校（体育館） 500 m 4 台

施設名（洪水） Ｃ高校（体育館） 500 m 4 台✔ ✔

徒歩 車両

施設名（高潮） Ｃ高校（体育館） 500 m 4 台✔ ✔

施設名（内水） Ｃ高校（体育館） 500 m 4 台✔ ✔

施設名（土砂災害：がけ崩

れ・土石流・地すべり）

Ｃ高校（体育館） 500 m 4 台✔ ✔

施設名（津波） m 台

屋内安全確保（内水） 本施設 2 階

エレベーター、ストレッ

チャー

屋内安全確保（洪水） 本施設 2 階

エレベーター、ストレッ

チャー

建物名称 避難階 移動手段

屋内安全確保（津波） 階

屋内安全確保（高潮） 本施設 2 階

エレベーター、ストレッ

チャー

施設名（土砂災害：がけ崩

れ・土石流・地すべり）

階

20 分

避難時間

15

15

15

分

分

分

30

30

30

20

避難時間

20 分

20 分

20 分

分

屋内安全確保
・自施設の災害リスクを正し
く把握したうえで記載

⽴退き避難
・系列施設や市の指定避難所
・避難先の災害危険もハザー
ドマップで調べておく。

避難訓練を⾏い、実際
に避難に要する時間を
把握しておく。



様式５（備品、備蓄）

施設内の一時避難

避難誘導

備蓄品

情報収集・伝達

　テレビ　、　ラジオ　、　タブレット　、　ファックス　、　携帯電話　、　

　懐中電灯　、　電池　、　携帯電話用バッテリー

　名簿（施設職員、利用者）　、　案内旗　、　タブレット　、　

　携帯電話　、　懐中電灯　、　携帯用拡声器　、　電池式照明器具　、　

　電池　、　携帯電話用バッテリー　、　ライフジャケット　、　

　蛍光塗料

　水（１人あたり9リットル）　、　食料（１人あたり9食分）　、　

　寝具　、　防寒具

浸水を防ぐための対策

　土のう　、　止水板　

土砂災害に対する避難を確保するための対策

※

医薬品 　常備薬　、　消毒薬　、　包帯　、　絆創膏　

その他

衛生器具

　おむつ・おしりふき　、　タオル　、　ウエットティッシュ　、　

　マスク　、　ゴミ袋

　自家発電機　、　壁の補強　、　非常用サイレン（屋外設置）　

飲料⽔９L＝３L×３日分
⾷料９⾷ ＝３食×３日分



様式５、様式７（防災教育・訓練の年間計画）
８　防災教育及び訓練の実施

　毎年 月に新規採用の施設職員を対象に研修を実施する。

　毎年 月に全施設職員を対象として、情報収集・伝達及び避難誘導に関する訓練を実施する。

　その他、年間の教育及び訓練計画を毎年 月に作成する。

防災教育及び訓練の年間計画⇒様式７防災教育及び訓練の年間計画⇒様式７防災教育及び訓練の年間計画⇒様式７防災教育及び訓練の年間計画⇒様式７

3

4

9

１．職員を対象に「避難確保計画」の内容を周知する
２．施設職員・利⽤者・協⼒者等を対象とした訓練
（訓練は年1回以上実施し市への実施報告が義務）

３．訓練後「避難確保計画」を⾒直す
→ 実施時期を決めて毎年必ず実施する



様式７〜11、別添、別表は提出不要です。
各施設にて名簿等を準備してください。



別紙１（避難経路）

家屋倒壊危険区域や
土砂災害警戒区域を通
らない、合理的なルートを
選定する。



２．既存の計画に追加する形で避
難確保計画を作成する場合





３．避難確保計画作成後の提出方法



避難確保計画届出時の書類

１．避難確保計画
２．避難確保計画作成報告書 ＜避難確保計画作成報告書＞

書式は姫路市ホームページからダウンロード可能。
「姫路市 避難確保計画」と検索してください︕



提出方法
姫路市役所危機管理室へ提出

１．郵送または持参
「避難確保計画作成報告書」「避難確保計画」を各２部

２．メール

〒670-0940 姫路市三左衛門堀⻄の町３
姫路市役所危機管理室 災害対策担当
kikikanri@city.himeji.hyogo.jp

提出︓令和４年３⽉31日


